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平成２８年度第１９回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成２９年１月１０日 

                    担当部・課：産業部産業推進課〔内線３５４５〕 

                          総務部管財課〔内線４０８８〕 

① 件  名 

 

 普通財産貸付けの特例における減免期間延長について 

 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

  市有財産の有効活用を図るため、企業立地等促進条例に定める事業所に対して貸付料を減免する

ことにより、本市への企業誘致が促進され、地域産業の振興と雇用機会創出の拡大が図られる。 

  貸付料減免期間については平成３５年度を限度としたが、今後の仮設住宅の集約や土地区画整理

事業の進展により産業用地として活用できる市有地が見込まれる中、本制度の利用が短期間となる

状況にある。 

  また、立地時期により特例期間の活用が最大限利用できないため、復興事業の進捗状況により減

免期間の延長が必要となる。 

  

【目的】 

  平成２６年４月１日から平成３６年３月３１日までと期間を定めた特例期間を５年間延長するこ

とにより、既存企業の復旧支援並びに新たな企業誘致が促進される。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

 石巻市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（平成１７年４月１日条例第６８号） 

 石巻市企業立地等促進条例（平成１７年４月１日条例第２３７号） 

 石巻市公有財産規則（平成１７年４月１日規則第５８号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

 石巻市震災復興基本計画 

  第３章 施策の展開 

  施策大綱４ 未来のために伝統・文化を守り、人・新たな産業育てる 

  第２節 企業誘致と新産業の創出 

  （１） 産業の活性化と新産業の育成 

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

 平成２６年２月 平成２６年市議会第１回定例会に「石巻市財産の交換、譲与、無償貸付等に関す

る条例の一部改正」を提案 

      ４月 石巻市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の普通財産の貸付けの特例の

施行 

⑤ 主な内容 

 

  石巻市企業立地等促進条例第５条に規定する指定企業者に対して貸し付ける場合に行う軽減措置

の期限を延長するもの。 

  変更前：平成２６年４月１日から平成３６年３月３１日  

 変更後：平成２６年４月１日から平成４１年３月３１日 

  ※特例期間については、既に適用を受けている事業者も含め１０年間を限度とし、特に市長が必

要と認めた場合はその期間とする。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

  企業誘致の促進が図られ、雇用の増加が見込まれるとともに、市有財産の有効活用が図られる。 

【市財政への負担】 

一例として、貸付料を６．５％から１．４％に減免することにより、１㎡当たりの仮固定資産評

価額１５，０００円の土地を３，０００㎡貸付ける場合、年額２，２９５，０００円の軽減となる。 

 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

  

 東松島市では、市有財産の減額貸与を行っている。 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 

平成２９年２月 平成２９年市議会第１回定例会に「石巻市財産の交換、譲与、無償貸付等に関す

る条例の一部改正」を提案（施行予定年月日：平成２９年４月１日） 

 

 【産業用地の整備・供給スケジュール】 

事業名 事業完了年度 
産業用地面積

（ha） 
供給開始 

上釜南部地区土地区画整理 平成３１年度（予定） ２８．２ 事業完了後 

下釜南部地区土地区画整理 平成３１年度（予定） １６．９ 事業完了後 

湊西地区土地区画整理 平成３２年度（予定） ２５．３ 事業完了後 

須江産業用地 平成２８年度 １５．５ 平成２８年４月 

不動町産業用地 平成２８年度  １．７ 平成２９年１月 

トゥモロービジネスタウン － １３．１ 
平成３０年度～ 

（一部供用開始） 

 

 

⑨ その他 

 

  

 

 


